
�公表第１８号
松山市本町二丁目４番地２１西嶋吉光外１３名から提出された

愛媛県警察本部及び愛媛県警察署において県予算から支出さ

れる捜査報償費の不正な支出に関与した職員に関する措置請

求について、次のとおり決定した。

平成１７年７月１５日

愛媛県監査委員 吉 久 宏

同 壺 内 紘 光

同 玉 井 実 雄

同 竹 田 祥 一

決 定 書

松山市本町二丁目４番地２１

請求人 西嶋吉光

松山市来住町２２４番地１

同 東 俊一

松山市持田町三丁目２番２８号

同 薦田伸夫

伊予郡砥部町宮内１８９０番地１５

同 �田義之
松山市東野五丁目１２番２０号

同 今川正章

松山市桑原三丁目１０番３４号

同 水口 晃

松山市畑寺四丁目９番２１号

同 野垣康之

松山市星岡町５９６番地１

同 山口直樹

松山市中央一丁目１２番１４号

同 中川創太

松山市生石町１３６番地５

同 中尾英二

松山市石手五丁目７番１３号

同 村上勝也

松山市湯渡町７番１２号

同 草薙順一

伊予郡松前町大字筒井１０５８番地５

同 一色和喜

東温市田窪１１４５番地５

同 東 玲治

平成１７年５月９日付けで上記請求人らから提出された愛媛

県警察本部（以下「警察本部」という。）及び愛媛県警察署

（以下「全警察署」という。）において県予算から支出され

る捜査報償費（以下「捜査報償費」という。）の不正な支出

に関与した職員に関する措置請求について、次のとおり決定

する。

主 文

請求人らの請求を棄却する。

請求の要旨

請求人らの愛媛県職員措置請求書の内容及び意見陳述の内

容を総合すると、請求の要旨は、次のとおりである。

１ 警察本部及び全警察署における、平成１１年度から平成

１６年度までの間の、捜査報償費の予算の執行状況に対し

て監査を行い、違法又は不当な予算執行について、返還

を求めるなど適切な措置を講じることを請求する。

２ 大洲署の捜査報償費に係る元会計課長に関する報道

平成１６年５月３１日、愛媛県大洲警察署（以下「大洲署

」という。）の平成１３年当時の会計課長（以下「元会計

課長」という。）が偽造領収書を使用した裏金作りの実

態と捜査報償費の不正支出を告発した旨がテレビ報道さ

れ、請求人らは、その時点で、初めて愛媛県警察（以下

「県警」という。）において捜査報償費について違法又

は不当な予算執行がされている事実を知った。

３ 県警の内部調査

県警は、急遽、大石総務室長を責任者とする調査班を

編成し、内部調査を開始した。内部調査の最終報告書は

平成１６年９月１７日に提出された。

その結果の要旨は、下記のとおりである。

� 大洲署において、捜査報償費の予算執行に際して、

平成１１年度６件、平成１３年度８６件、平成１４年度１４件、

平成１５年度１件の偽領収書が使用された。

� 偽領収書による執行内容は、いずれも捜査費として

執行されたものと認められ、個人的利得を疑う事実は

認められなかった。

� 署長及び副署長は、偽領収書が使われ、事実と異な

る会計書類が作成されたことを知らなかった。

� 偽領収書は５種類のみであり、それらに使用された

ゴム印のうち、４つは現時点において大洲署には存在

せず、また、過去に同署において存在していたか否か

確認できなかった。

� 平成１０年度から１６年度における、大洲署以外の捜査

費執行全所属（２８所属）において、偽領収書の使用の

事実はなかった。

４ 特別監査の実施とその結果

平成１６年１０月５日、愛媛県議会は、県民世論を背景に

愛媛県知事（以下「知事」という。）に特別監査の実施

を申し入れ、同月７日、知事もやむなく県警の捜査報償

費不正支出問題について監査を要求するに至った。

知事からの要求監査（以下「特別監査」という。）は
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、平成１３年度の警察本部及び全警察署の捜査報償費の執

行について、平成１６年１０月１４日から開始されたが、県警

は、監査委員に対して捜査上の秘密保持や捜査協力者及

び情報提供者（以下「協力者等」という。）の保護を理

由に会計資料の全面開示を拒否し、捜査員からの聴き取

り調査に対しても上司を立ち合わせ、会計課員を同席さ

せるなど、非協力的な対応を繰り返していた。そのため

、特別監査は難航した。

平成１７年２月２８日、特別監査の結果が報告された。そ

の概要は、以下のとおりである。

� 平成１３年度における、県警捜査報償費の予算額は６

，２２８万６，０００円、支出件数は１５，５５１件、総支出金額は

４，７３２万８，３８１円であった。

� １５，５５１件の支出のうち、１１，６０４件（４，１９１万３，４０８

円）については、監査に必要な協力者等の住所・氏名

、協力者等に接触した場所である飲食店（以下「接触

店」という。）の名称等の情報がマスキングされて開

示されなかったため、平成１３年度捜査報償費支出額の

およそ９割、支出件数にして７割のものが検証不能と

ならざるを得なかった。

� １５，５５１件の支出のうち、２，８６２件（１，５７４万１，７８８

円）については、領収書等が添付されていなかった。

� 平成１３年度の大洲署の捜査報償費においては、５店

舗分５種類、計５３件、１２万７，７２９円の偽領収書の存在

が確認できた。これらの偽領収書を用いて捜査報償費

を執行したのは９名であった。

これら、９名の捜査員からの聴き取り調査によれば

、偽領収書使用に至った経過は以下のとおりである。

ア 刑事課では、大洲市内に実在する飲食店の店名が

押印された日付及び金額が白地の領収書（以下「白

地領収書」という。）は刑事課長及び元会計課長か

ら受領したこと、生活安全課では元会計課長などか

ら受領したこと。

イ ９名のうち４名は、全て自ら白地領収書に金額等

を記載したとし、別の４名は、全て他の者に白地領

収書に金額等の記載を依頼して書いてもらったが、

いずれもそれが誰であったかは思い出せないと説明

していること。

ウ 偽領収書の作成は、元会計課長、刑事課長、生活

安全課長から領収書の添付を強く求められたため、

白地領収書を使用したこと。

エ ９名は、いずれも捜査上必要な経費として支出し

たものであると説明し、監査委員は、捜査上必要な

経費であることの証拠を提示し、明らかにするよう

求めたが、犯罪事件処理簿等を用いて事件の背景等

を説明するにとどまり、証拠は何ら提示されなかっ

たこと。

� 元会計課長について、報道された内容の事実確認ま

でには至らず、大洲署で使用された偽領収書の類の存

在については、接触店の名称の非開示により検証不能

とならざるを得なかったこと。

� 前記警察本部の内部調査は、使用回数が概ね５回以

上の領収書のみを対象としており、調査方法も捜査報

償費の支出とは関係のない領収書を流用する場合等を

想定した調査とはなっておらず、交付の相手方から直

接確認する手法はとられていないものであること。

� 偽領収書が使用された事案以外においても、１３事案

、３５件、１３万７，８４２円については、執行の事実に疑義

があり、特に、これらの執行の事実に疑義のある事案

のうち、２件を除いた３３件は協力者等に対し金品が交

付されたとされているものであること。

５ 特別監査の実施により明らかとなった県警の内部調査

の虚偽

� ４記載のように、特別監査は、１５，５５１件の支出のう

ち、１１，６０４件（４，１９１万３，４０８円）については、監査

に必要な協力者等の住所・氏名、接触店の名称等の情

報がマスキングされて開示されなかったため、平成１３

年度捜査報償費支出額のおよそ９割、支出件数にして

７割のものが検証不能とならざるを得なかったもので

ある。

しかし、そもそも、少人数でかつ職務上も厳密に守

秘義務を負担している監査委員らに対し、協力者等の

住所・氏名を開示したとしても、捜査の支障が発生す

ることはあり得ない。また、開示された協力者等に対

し、監査委員から適切な方法により確認が行われたと

しても、それによって、捜査の支障が発生することも

考え難い。

また、マスキングされたのは、協力者等の住所・氏

名だけではなく、接触店の名称についてまでマスキン

グされているが、飲食店の名称についてまでマスキン

グする必要性は到底認めがたい。

このような、不合理な理由による監査拒否は、それ

自体、捜査報償費が適正に執行されていないことを強

く推認させるものである。

� 以上のような限界がありながらも、特別監査の結果

、県警の内部調査では触れられていなかった、１３事案

、３５件、１３万７，８４２円については、執行の事実に疑義

があることが明らかとなった。

これら執行の事実に疑義がある３５件の予算執行のう

ち、２件を除いたものは、いずれも協力者等に対し金

品が交付されたとされているものであり、捜査協力者

に対する金品交付の予算執行に集中していることが明

白となっている。

さらに、特別監査の結果で指摘されているように、

警察本部、全警察署の平成１６年度の捜査報償費の執行

額を平成１３年度の執行額と対比したところ、捜査報償

費全体で３１．７％、そのうち協力者等に対する謝礼金に

ついては５．３％と大幅に減少している。

以上の事実からすれば、捜査報償費の相当部分、特

に協力者等に対する執行費用の大半は、執行の実態が

なかったという疑惑が極めて濃厚であり、協力者等自

体の存在にも重大な疑惑があるといわざるを得ない。

� 以上からすれば、前記の県警の内部調査は、言い逃

れのできない証拠のあるものについてのみ、不適正な

予算執行を認めたに過ぎないものであり、到底真実に

基づいた内部調査とは認めがたい。また、愛媛県の特
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別監査も、県警の監査拒否という条件下で、結果とし

ては、県警の内部調査を追認したものとなっている。

６ 平成１３年度についての再度の監査の必要性

� 前記の県警の監査拒否は、愛媛県民の良識からすれ

ば到底許容できるものではない。県警が、本当の意味

で県民からの信頼を回復するためには、いったん膿を

出し切り再出発をする必要がある。そして、県警自身

がそれを実行できないのであれば、再度、監査委員が

徹底した監査を行い、事実関係を明らかにする必要性

がある。

� 本監査請求に添付した疎明資料（以下「疎明資料」

という。）は、平成１６年６月３日に元会計課長からオ

ンブズえひめが提供を受けた資料であり、これらの資

料中には、偽領収書として使用された白地領収書の束

の写真、ゴム印の写真、帳簿調書類のコピー及び協力

者等の住所・氏名、店舗名が明記された領収書が多数

含まれている。

� また、その資料の提供を受けた際に、元会計課長か

らは、平成１４年１月分の支払伝票及び支払精算書の記

載内容は全て虚偽であり、添付領収書も偽造されたも

ので、電話帳などから抽出して架空の協力者等を仕立

て上げ、謝礼や会食費として支出したことにして、そ

の金額全部を裏金としていたことや、裏金は副署長の

席にある金庫にプールし、宴会資金など自由に使い、

年度末に余った分は、署長と副署長が山分けしていた

といった説明を受けている。

� 請求人らは、「協力者等の存在の有無」、「謝礼金

の交付の事実の有無」、「飲食行為の事実の有無」等

について自ら調査した訳ではないが、元会計課長から

聞いて、それらの事実が無いものと判断した。

� また、疎明資料に記載されている協力者等のうち５

名については、請求人らが当時の電話帳と照合し、特

定できたものであり、このうち１名については、既に

マスコミが接触し、執行の事実が無いことを報道して

おり、監査委員が直接接触をして予算執行の事実の有

無を確認すべきである。

� なお、疎明資料にある５店舗分の領収書のうち、３

店舗分の領収書については、白地領収書によって作成

された偽領収書であることが明白であり、他の２店舗

分についても、真正に作成されたものであるかどうか

の確認が必要である。

� 更に、領収書や支払伝票に記載されている協力者等

の住所表記について見ると、いずれも番地以下が記載

されておらず、社会常識からすれば極めて不自然な表

記であり、領収書や支払伝票が真正に作成されたもの

であるかどうか疑問である。

また、喫茶店でコーヒーを飲んでレシートが貰えな

い店は経験上無いが、４店舗においてレシートや領収

書を発行していないというのは疑問であり、是非調査

をお願いする。

� これらにより、疎明資料に基づいた、協力者等ない

し店舗に対する事情聴取を突破口として、平成１３年度

における捜査報償費の予算執行状況について、特別監

査では解明し得なかった事項について、実効ある監査

を行うことが可能である。

７ 特別監査の対象となっていない年度についての監査の

必要性

� そもそも、県警の内部調査によって、平成１３年度以

外の年度についても、平成１１年度に６件、平成１４年度

に１４件、平成１５年度に１件の偽領収書の使用が明らか

となっているのであり、監査を平成１３年度のみに限定

する理由はない。少なくとも、県警自身が偽領収書の

使用を認めている平成１１年度に遡って、徹底した監査

を行う必要がある。

なお、特別監査結果報告の意見の中で、監査対象外

である平成１４年度及び１５年度の偽領収書について言及

しているにも拘わらず、平成１１年度分については何ら

言及しておらず、監査委員の全容解明に対する姿勢に

、疑問を抱かざるを得ない。

� 愛媛県に先行して実施された北海道警の捜査報償費

に関する北海道知事からの要求監査（以下「道特別監

査」という。）の結果（平成１６年７月９日発表）によ

れば、北海道では平成１０年度から平成１５年度まで６年

度にわたって道特別監査が実施されており、前半の平

成１０年度から平成１２年度については、監査対象となっ

た２つの警察署（旭川中央署・弟子屈署）の捜査報償

費の１００パーセント（４１６件、合計金７１４万４，８３２円

）について、「捜査報償費の直接の執行者である捜査

員が署長等から現金を受け取った事実がなく、かつ捜

査協力者に対する支払の事実もない」と認定されてい

る。これは、平成１２年度までは、捜査報償費が現場の

捜査員にすら手渡されず、すべて署長等の管理職の下

で裏金となっていたという驚くべき事実を示すもので

ある。

これに対し、平成１３年度に捜査諸雑費制度が導入さ

れた結果、現場捜査員に対しても捜査報償費の一部が

交付されるようになり、北海道警の前記監査結果によ

っても、平成１３年度以降は、捜査報償費の一部につい

て執行の事実が確認できなかったものとして認定され

るにとどまっている。

� 県警においても、平成１２年度以前において、捜査報

償費がどのように執行されていたか、北海道警と同様

に、捜査報償費が現場捜査員にすら手渡されず、すべ

て署長等の管理職の下で裏金となっていた事実がない

かを監査することは、極めて重要である。平成１３年度

のみに限定した監査では、この点について解明するこ

とはできず、捜査報償費に対する疑惑の中核が未解明

である。よって、平成１１年度に遡って、監査を行う必

要がある。

監査の結果

第１ 事実

元会計課長、平成１３年度当時の大洲署刑事課及び生活安

全課に所属していた捜査員５名及び疎明資料の支払伝票に

記載のある飲食店の経営者を対象に聴き取り調査するとと

もに、警察本部会計課を監査した結果、次の事実が確認さ

れた。
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１ 元会計課長からの聴き取り調査

平成１７年６月５日、地方自治法（昭和２２年法律第６７号

。以下「法」という。）第１９９条第８項の規定に基づき

、元会計課長に対し、次のとおり関係人調査を実施した

。

� 聴取事項等

元会計課長から、平成１３年度当時の大洲署における

捜査報償費の経理及び執行の状況並びに元会計課長が

これに関与した事実及び把握していた事実、元会計課

長がオンブズえひめに提供したとされる資料の種類及

び内容、当該資料と疎明資料との整合性、当該資料が

虚偽文書であるかどうか等について聴取した。

また、元会計課長に対し、捜査報償費に関する手持

ち資料を持参の上、聴き取りに出席するよう依頼して

いたが、その資料は持参されなかった。

なお、平成１３年度当時の捜査報償費の経理及び執行

の流れについては、平成１７年３月８日付け愛媛県報第

１６３９号外で公表された「愛媛県知事からの要求による

監査結果報告」第５の１で述べたとおりであり、警察

署会計課長は、平成１３年度当時、捜査報償費の経理の

手引書として準用していた警察庁長官官房会計課が作

成した平成１３年度版捜査費経理の手引き（以下「手引

」という。）によれば、捜査報償費の資金前渡担任者

として毎月所要額の前渡資金の受入れを担当すること

とされていた。

� 元会計課長の証言

元会計課長の証言内容をまとめると次のとおりであ

る。

ア オンブズえひめに提供した資料の内容

請求人らが、平成１６年６月３日に元会計課長から

提供を受けたとする疎明資料のうち出納簿（以下「

出納簿資料」という。）及び支払伝票については、

オンブズえひめに預けていた資料の一部に似ている

が、全ての資料は既に返却してもらっており、オン

ブズえひめに写しも渡していないため、それが預け

ていた資料の写しであるか否か断定はしないが、出

納簿資料の筆跡は、私のものであると思う。

ゴム印や白地領収書の束についてもオンブズえひ

めに預けていたが、疎明資料にある写真は、私が撮

って渡したものではなく、オンブズえひめが撮った

ものだと思う。また、支払伝票は、支出証拠書類の

原本ではなく、決裁途上のものをコピーしたもので

、原本と全く同じものがあると思う。

イ 疎明資料に関する元会計課長自身の知り得る範囲

の事実

� 出納簿資料については、私が、捜査報償費の資

金前渡を受けた金額や支払精算書に記載されてい

る精算返納額等を基に、副署長が現金出納簿を記

帳する際の見本として作成していたもののコピー

であり、これを参考として、副署長は現金出納簿

を記帳していた。

� 疎明資料にある支払伝票については、捜査員自

身が作成するため、支払伝票に記載されている個

々の内容については、会計課長の立場では、事実

かどうか何も分からない。また、自らが、捜査員

に対して事実に基づかない特定の協力者等の氏名

や接触店の名称を書き入れるよう指示したり誘導

したことはない。支払伝票に記載されている金額

の計算やレシート等との突合については、私と副

署長がチェックしていたが、不備が見つかり支払

伝票を書き直すこともあるので、押印はチェック

した後にされていた。

� 疎明資料にあるゴム印や白地領収書の束につい

ては、前任の会計課長から引き継いだものであり

、領収書には既にゴム印と印鑑が押され、既に何

十枚か切取られていた。

ウ 平成１３年度当時の大洲署における捜査報償費の経

理及び執行の状況等について

� 平成１３年度当時の大洲署における捜査報償費の

経理については、捜査報償費の資金前渡担任者と

して、毎月、前渡資金を受領すると直ちに副署長

にその全額を現金で渡していたが、その後の現金

の管理は全て副署長が行っていたことから、捜査

報償費の支出の内容について把握していなかった

。

年度末になって余った捜査報償費を署長と副署

長が山分けしていたというのは、長年そういう風

にうわさされてきたことであり、直接見た訳では

ない。

� 平成１３年度当時の大洲署における捜査報償費の

執行については、制度上、各捜査員は、必要の都

度交付される一般捜査費とは別に、捜査諸雑費の

場合、月初めに現金を受領した後、捜査報償費を

執行した日ごとに作成した支払伝票を、中間交付

者である課長に提出し、課長は、捜査員から提出

のあった１ヶ月分の支払伝票から支払精算書を作

成し、精算を行い、余った現金については副署長

に返すこととなっていた。

また、課長らに対して、捜査報償費の執行は会

計課には関係ないことから、捜査報償費に係る支

払伝票等の書類を副署長の方へ直接提出するよう

言っていたが、会計課に出す人もいれば、副署長

の方へ出す人もおり、統一されておらず、先に副

署長に書類を提出した場合でも、副署長が見た後

、私のところへ書類を持ってきていた。

会計課では、長年、支払伝票や支払精算書に記

載されている金額の計算をチェックしていたが、

これら書類に記載されている内容がどれだけ本当

でどれだけ偽かということは、具体的には分らな

い。

� 支払伝票に添付する領収書等の徴取については

、捜査員らに対し、得られるものは付け、得られ

ないものは事由を支払伝票に書けば良いと説明し

、強く求めたことはない。

２ 店舗調査

平成１７年６月１０日、疎明資料に記載された飲食行為の
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事実を確認するため、法第１９９条第８項の規定に基づき

、次のとおり関係人調査を実施した。

（以下、疎明資料の番号並びに店舗の名称及び協力者

等の氏名に用いた記号と疎明資料との関係は、別表のと

おり。）

� 調査店舗

疎明資料に記載された１３件の飲食行為のうち、特別

監査において既に偽領収書を用いた行為であることを

確認済みの６件を除く７件の飲食行為について、疎明

資料に記載されている飲食店であるＡ店、Ｂ店、Ｃ店

、Ｄ店及びＥ店（計５店舗）を調査対象とした。

なお、Ｅ店については、平成１５年３月に廃業してお

り、調査の実施には至らなかった。

� 調査結果

ア Ａ店、Ｂ店及びＣ店

Ａ店、Ｂ店及びＣ店は、平成１４年１月当時の顧客

毎の売上の記録は保存されておらず、疎明資料にい

ずれもコーヒー代として記載されている行為内容の

特定はできなかった。それぞれの店舗の経営者の説

明では、当時も現在も、顧客から領収書の発行を求

められない限り、通常は、レシート及び領収書を発

行しておらず、消費税等を含めた当時のコーヒー１

杯当たりの代金は、Ａ店が３５０円、Ｂ店が４００円、

Ｃ店が４２０円とのことである。

なお、これらのコーヒー代金の金額は、疎明資料

にコーヒー代金としてそれぞれの店舗に支払った旨

記載されている金額と同額若しくはこれを上回る金

額である。

イ Ｄ店

疎明資料のうち、Ｄ店が発行したとされるあて先

の記載のない領収書（領収額２，８００円）の部分を経

営者に提示し説明を求めたところ、市販の単票式領

収書を使用しているため、その控えはないが、当該

領収書はＤ店が発行したものに相違ないものである

とのことであった。

また、Ｄ店では、平成１４年１月当時の売上伝票が

保存されており、当該領収書に記載されている発行

日の売上伝票を調査したところ、その記載内容及び

経営者から聴取した売上伝票への記載方法から、当

該領収書の飲食行為は、当該売上伝票に記載されて

いる大洲署生活安全課への弁当４個の出前配達分で

あるか、又は当該店舗での弁当類若しくは定食類の

３名若しくは４名分の飲食行為のいずれかであるこ

とを確認した。

３ 警察本部における証拠書類調査

平成１７年６月３日、９日及び１５日、警察本部において

、警察本部で保管されている証拠書類原本と疎明資料と

を照合し、併せて平成１３年度当時の領収書及び支払伝票

への協力者等の住所の表記方法、偽領収書を用いた捜査

報償費の執行に係る返還状況を調査した結果は、次のと

おりである。

なお、支払伝票原本については、協力者等の住所、氏

名及び接触店の名称のそれぞれの一部についてマスキン

グされていたが、疎明資料との照合に支障はなく、警察

本部会計課長からは、協力者等を保護する警察の立場と

してマスキングした旨の説明を受けた。

� 現金出納簿

出納簿資料は、現金出納簿原本と筆跡、階級の記載

方法等が異なり、原本の写しではないものの、金額等

記載されている内容が同一であることを確認した。

� 支払伝票

ア 疎明資料�から�まで、�から�まで及び�の８
点については、捜査員の押印前の支払伝票原本の写

しに相違ないものであることを確認した。

また、捜査員の押印のある疎明資料�は、支払伝
票原本の写しに相違ないものであることを確認した

。

イ 疎明資料	の支払日は「１月１１日」と表記されて
いたが、支払伝票原本の支払日は「１月１６日」と表

記されており、支払日が異なることを確認した。

ウ 疎明資料
－２の支払事由には「協力者�と接触
の際のコーヒー代２名分」と記載されていたが、支

払伝票原本には「協力者�と接触の際の協力者の食
事代１名分」と記載されており、支払事由の記載内

容が異なることを確認した。

� 支払伝票・領収書の住所表記

平成１３年度当時の領収書及び支払伝票への協力者等

の住所の表記について、警察本部において協力者等の

住所の地番までは記載しない旨の統一的な扱いをして

いたか聴取したところ、住所の表記について地番の記

載を省略する旨の指導は行っていないが、地番の記載

が省略されていたとしても不適切な処理としては扱っ

ていないとのことであった。


 返還状況の確認

県警の内部調査結果により明らかにされた平成１１年

度から平成１５年度までの偽領収書を用いた国費分捜査

費及び捜査報償費の執行額のうち、捜査報償費につい

ては、平成１３年度分１２７，７２９円、平成１４年度分２３，９３７

円及び平成１５年度分８００円並びに民法（明治２９年法律

第８９号）第４０４条の規定に基づく前渡資金支払日から

返還金納入日までの日数に応じた法定利息２５，５４９円の

合計額１７８，０１５円について、全額が平成１７年３月１４日

に県に返還されており、当該返還額が適正に算定され

ていることを確認した。

なお、平成１１年度分については、特別監査において

、その全額が国費分捜査費であることを聴取している

。

４ 捜査員からの聴き取り調査

� 聴き取り調査の実施方法等

平成１７年６月１５日に、警察本部において、壺内委員

が、疎明資料の支払伝票を作成したとされる５名の捜

査員に対し、それぞれ個別に聴き取り調査を実施した

。

調査事項は、３の�で述べた疎明資料と証拠書類原
本の記載内容が異なる理由、疎明資料に記載されてい

る全ての協力者等の存在の事実及び仮名である場合は

愛 媛 県 報平成１７年７月１５日 第１６７６号外１

５



、協力者等の実名並びに疎明資料に記載されている各

行為（特別監査において既に偽領収書を用いた行為で

あることを確認済の行為を除く。）の事実とするとと

もに、これらの事実確認のために委員が協力者等に直

接接触することの可否についても併せて聴取した。

なお、監査委員の協力者等への接触の可否について

は、県警から、個別事案ごとに各捜査員の判断に委ね

ている旨の説明があった。

� 特別監査における調査済み事項等

聴き取り調査の対象とした５名の捜査員は、いずれ

も特別監査における聴き取り調査又は文書調査におい

て、証拠書類に記載されたとおり、その捜査報償費の

全額を取扱者（署長）又はその補助者（副署長）若し

くは中間交付者（課長）から現金で受領し、証拠書類

に記載された金額のとおり、謝礼金については協力者

等に交付し、飲食行為については、協力者等と飲食し

支払った旨回答している。

� 捜査員の証言

５名の捜査員からそれぞれ個別に聴き取り調査をし

た結果は、次のとおりである。

ア 疎明資料と証拠書類原本との関係

疎明資料のうち支払伝票は、当該支払伝票に作成

者として記載のある捜査員がそれぞれ作成したもの

である。

３の�のイ及びウで述べた疎明資料�及び�の記
載内容が異なる理由については、いずれも元会計課

長からの指摘により、疎明資料�の支払日は、捜査
員自身の記録に基づき訂正したものであり、疎明資

料�の偽領収書を用いた行為の支払事由については
、Ｆ店ではコーヒーを出していないから書き直すよ

う言われて食事代１名分にしたと思うとのことであ

った。

イ 行為の事実

疎明資料に記載されている協力者等との飲食行為

又は協力者等への謝礼金交付は、協力者等との飲食

代金及び協力者等への謝礼金として執行したもので

あり、記載のとおりの金額を支払ったことに相違な

いとのことであった。

資料�－１の謝礼金交付は、飲食行為にＦ店名義
の偽領収書を使用したため、交付場所を便宜上Ｆ店

としたもので、実際の交付場所は、具体的にどこで

あったかは記憶にないが、当時使用していた喫茶店

９店舗のいずれかであり、謝礼金交付の事実に偽り

はない旨の回答があった。

資料�の飲食行為及び謝礼金については、記載さ
れている協力者を含む２名の協力者から暴力団に関

する情報を得るため、当日の午前中から当時の大洲

署の別棟の和室で、捜査員２名が接触していたもの

で、領収書はその時の協力者との出前による昼食代

であるとし、協力者から警察署で接触したことは伏

せて欲しい旨の依頼があったため、あえて交付場所

をＤ店としたとのことであった。

なお、協力者と接触した際のコーヒー代に関する

レシート等の発行がなかった旨の記載については、

関係するいずれの捜査員も、当時の記録がなく記憶

も定かでないが、記載している以上偽りの記載はな

いとし、また、当時、月末に支払伝票をまとめて作

成していたため、レシート等がない場合、多少自己

負担を強いられることとなるが、実際の執行額を超

えない程度に金額を記載したものがあったかもしれ

ないとして、記載されている金額は、いずれも飲食

店に対し支払ったものに相違ないとの説明であった

。

ウ 協力者等の存在の事実

疎明資料に記載されているそれぞれの協力者等の

氏名が実名であるのか、それとも仮名であるのか、

また、仮名を用いたとすれば、その実名が何である

かについては、いずれの捜査員も言えないとの回答

であった。

なお、大洲市を対象として、計１２名の協力者等の

氏名を基に住民票を調査し、当該人物が実際の協力

者等であるか否かは別として、同姓同名の人物９名

の存在を確認し、うち８名が現在も実在する人物で

あり、残る１名については、捜査報償費を執行した

とする日の約６年前に既に死亡していることを確認

した。

エ 委員による協力者等への接触の可否

各捜査員に対し、支払伝票に記載されている協力

者等が実在する人物であり、支出内容が適正である

ことを確認するため、各捜査員が接触場所を指定し

、捜査員自身が同席する等それぞれの捜査員自身が

了解できる方法での委員による直接の接触又は文書

による調査の実施を強く求めたが、これらの事案に

ついては、いずれの捜査員からも、協力者等の保護

、ひいては捜査上の支障から、それぞれの捜査員以

外の者の接触はお断りする、それ故に実名も言えな

いとの回答であり、それぞれの事案について事件名

等を交え個別具体的な理由の説明を得たが、協力者

等への接触は断念した。

なお、説明のあった理由のうち主なものは、次の

とおりである。

� 事件の性格上、協力者等が、被疑者から報復を

受けるおそれがあること。

� 協力者等の身の安全を保障するのは、それぞれ

の捜査員自身の責務であること。

� 協力者自身が、その存在を担当捜査員以外の第

三者に知られることを最も嫌うこと。

� 協力者等との信頼関係が崩れれば、捜査上、支

障が生じること。

第２ 決定の理由

１ 疎明資料にある支払伝票について請求人らが執行の事

実がないものと判断したとする元会計課長の「支払伝票

の記載内容は全て虚偽、添付領収書も偽造されたもので

、協力者等の氏名は、電話帳等から抽出して架空の協力

者を仕立て上げ、謝礼や会食費として支出したことにし

、その全てを裏金とする。裏金は、副署長の席にある金
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庫にプールし、宴会資金などに自由に使い、年度末に余

った分は、署長と副署長が山分けする。」という説明の

内容について

� 疎明資料にある支払伝票が作成された平成１３年度当

時の大洲署における捜査報償費の会計処理の手順につ

いて、元会計課長は、第１の１の�のイ及びウで述べ
たとおり説明しており、これは、特別監査において当

時の大洲署の署長及び副署長から聴き取った内容と概

ね符合している。

また、特別監査で調査した結果、大洲署における平

成１３年度当時の捜査報償費の資金前渡手続及び現金出

納簿の記帳内容については、特に問題点はなかった。

したがって、平成１３年度当時、捜査報償費の資金前

渡担任者であった元会計課長は、法第２３２条の５第２

項及び地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号）第１

６１条第１項第１６号の規定を根拠とし、手引に従い、毎

月所要額を資金前渡担任者元会計課長名義の口座に受

け入れて、即日現金化するとともに、その全額を副署

長に渡していたものと判断され、これらの点について

疑義を挟む余地はない。

� また、第１の１の�のイで述べたとおり、元会計課
長が、平成１３年度当時の刑事課長及び生活安全課長が

作成し、署長及び副署長が毎月決裁していた各捜査員

により作成された支払伝票の添付された捜査諸雑費の

支払精算書をチェックしていたとする点並びに副署長

が作成する現金出納簿の見本を作成していたとする点

については、特別監査における副署長からの聴き取り

結果と照らせば、表現上の多少の差異はあるものの、

概ねそのとおりであったものと判断する。

なお、これらの事務は、手引によれば、本来副署長

が行うべき事務であるが、特別監査における副署長の

聴き取りによれば、捜査諸雑費制度導入初年度であっ

た当時、会計処理の適正性を確保する観点から、当該

事務の一部を職務命令により元会計課長に従事させて

いたものと考えられ、元会計課長が当該職務命令に従

ったものであり、これらの点についても問題はない。

� また、副署長が管理する捜査報償費の現金は、毎月

捜査諸雑費として中間交付者である課長を経由して捜

査員に交付され、また、必要の都度一般捜査費として

直接捜査員に交付されるシステムとなっているが、捜

査員に交付された捜査報償費の執行に関して元会計課

長は、第１の１の�のイの�及びウの�で述べたとお
り、支払伝票は、それぞれ捜査報償費を執行した捜査

員が作成するものであるから、チェックしていたとは

いえ記載されている内容の真偽は、偽領収書を用いた

執行を除いては、何も分からなかったとし、また、元

会計課長が捜査員に対して事実に基づかない特定の協

力者等の氏名や接触店舗の名称を支払伝票等捜査報償

費の支出関係証拠書類に記載するよう指示したり、誘

導したことはないと証言している。

� なお、平成１３年度当時、協力者保護の立場から、協

力者等の氏名の記載について、実名以外の仮名使用が

認められていたことについては、特別監査の結果報告

で述べているとおりである。

� さらに、�で述べた副署長が元会計課長から受領し
、副署長の下で管理されていた現金については、第１

の１の�のウの�で述べたとおり、元会計課長は、副
署長自身が現金の出し入れを全て行っていたため、元

会計課長自身は、副署長と各課長及び各捜査員との間

の捜査報償費の現金の流れについて何も知り得る立場

になく、現実に何も把握しておらず、また、年度末に

余った現金を署長と副署長が山分けするのが恒例とい

った発言は、長年、そういう風にうわさされてきたこ

とから発言したもので、元会計課長自身の何らかの実

体験に基づくものではない旨証言している。

� したがって、請求人らの主張する元会計課長が請求

人らに説明したとする「支払伝票の記載内容は全て虚

偽、添付領収書も偽造されたもので、協力者等の氏名

は、電話帳等から抽出して架空の協力者を仕立て上げ

、謝礼や会食費として支出したことにし、その全てを

裏金とする。裏金は、副署長の席にある金庫にプール

し、宴会資金などに自由に使い、年度末に余った分は

、署長と副署長が山分けする。」との内容については

、偽領収書の使用及び協力者等の氏名に仮名が使われ

ていたことに関する部分を除いては、事実あるいは事

実に基づくものとは認められない。

２ 疎明資料にある捜査報償費の執行の事実について、請

求人らにおいて自ら調査した訳ではないが、元会計課長

の証言から執行の事実がないものと判断したとする点に

ついて

� 疎明資料にある捜査報償費の執行について、請求人

らが執行の事実がないものと判断する根拠とした元会

計課長の説明内容は、１で述べたとおり、偽領収書に

関する説明及び協力者等の氏名に仮名が使われていた

ことを除き、事実に基づくものとは認められないもの

である。

� なお、特別監査の際、偽領収書を使用した捜査員の

いずれもが、領収書の得られなかった個々の捜査報償

費の執行について、元会計課長又は各課長から支払伝

票への領収書の添付を強く求められたため偽領収書を

使用したと説明したことに対し、元会計課長からは、

レシートや領収書が得られるものは付け、得られない

ものは無理に求めなくとも良いと説明したとし、強く

求めたことはないとの証言を得たが、白地領収書の束

を保管していた元会計課長と各課長との間で白地領収

書の受渡しがあった事実や、元会計課長が支払伝票を

チェックし、各課長らに補正の必要性を指摘していた

事実を総合的に考慮すれば、これは、立場の異なるそ

れぞれの主観に起因する説明内容の相違であると判断

する。

� また、疎明資料にある捜査報償費の執行について、

飲食行為に係る店舗調査、証拠書類調査及び捜査員か

らの聴き取り調査を実施した結果は、第１の２、第１

の３及び第１の４で述べたとおりであり、捜査報償費

の執行について、特別監査において指摘済みの偽領収

書の使用の事実に関する部分を除いては、支払伝票の
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一部について、会計処理上、会食人員数を記載すべき

ところが、記載漏れとなっているもの等証拠書類とし

ては不備な点はあるものの、執行の事実がないと判断

される具体的な証拠はなく、その結果、違法又は不当

な行為として言及すべき点はない。

� なお、協力者等への接触による事実確認については

、第１の４の�及び�のエで述べたとおり、個別事案
ごとに判断するとした県警の対応に基づき実施した５

名の捜査員からの聴き取り調査の結果、いずれの協力

者等への接触も断念したが、これは、個別事案ごとに

、接触を拒む理由や協力者等の実名を明らかにできな

い理由をそれぞれの捜査員から具体的に聴取し、やむ

を得ないものと判断したことによるものである。

３ そもそも県警の内部調査により、平成１３年度以外にも

、平成１１年度、１４年度及び１５年度について、それぞれ６

件、１４件及び１件の偽領収書の使用が判明しているので

あり、監査を平成１３年度に限定する必要はなく、少なく

とも県警自ら偽領収書の使用を認めている平成１１年度に

遡り監査をする必要があるとの点について

� 要するに、請求人らは、元会計課長から疎明資料に

記載のある捜査報償費の執行の全てが偽りであるとの

説明を受けたこと、特別監査において県警は協力者等

に限らず接触店についてもマスキングしたこと、１３事

案３５件の疑義事案が認められたこと、平成１６年度の捜

査報償費の執行額が大幅な落込みとなったことなどを

考慮すれば、警察本部及び全警察署で執行された捜査

報償費については、執行の事実がなく裏金とされてい

たことが強く疑われるため、平成１３年度に限ることな

く、偽領収書の使用が判明している平成１１年度に遡り

捜査報償費の全ての執行を対象として監査を求めてい

るものと判断する。

� 住民監査請求は、法第２４２条第１項に規定されてい

るとおり、監査の対象とする行為等を違法若しくは不

当な公金の支出、財産の取得、管理若しくは処分、契

約の締結若しくは履行若しくは債務その他の義務の負

担、又は違法若しくは不当に公金の賦課若しくは徴収

若しくは財産の管理を怠る事実とし、また、その請求

に当たっては、これらを証する書面を添え、監査委員

に対し、所要の措置を講ずるよう求めるものとされて

いる。

� また、監査の対象とする行為等については、監査委

員が行うべき監査の端緒を与える程度に特定すれば足

りるというものではなく、当該行為等を他の事項から

区別して特定認識できるように個別的、具体的に摘示

することを要し、また、当該行為等が複数である場合

には、当該行為等の性質、目的等に照らしこれらを一

体とみてその違法又は不当性を判断するのを相当とす

る場合を除き、各行為等を他の行為等と区別して特定

認識できるように個別的、具体的に摘示することを要

する（最高裁平成２年６月５日第３小法廷判決参照）

とされているところである。

� ところで、請求人らが個別的、具体的にその違法性

又は不当性を主張している疎明資料に記載のある捜査

報償費の執行については、２の�で述べたとおり、違
法又は不当な行為として言及すべき点はなく、また、

県警の内部調査により判明した偽領収書を用いた捜査

報償費執行額相当額については、第１の３の�で述べ
たとおり、平成１３年度分１２７，７２９円、平成１４年度分２３

，９３７円及び平成１５年度分８００円並びにこれに法定利息

２５，５４９円を加えた合計１７８，０１５円が既に返還されてい

る。

� また、特別監査において、県警が協力者保護の立場

から接触店についてもマスキングしたことや、１３事案

３５件の疑義事案が認められたこと、平成１６年度の捜査

報償費の執行額が大幅な落込みとなったことが、捜査

報償費の執行のすべてについて、その違法性又は不当

性を個別的、具体的に摘示したものとは認められない

。

� さらに、捜査報償費の執行について、執行の事実が

なく裏金とされていたことが強く疑われるかどうかに

ついてであるが、疎明資料に係る証拠書類調査及び店

舗調査並びに元会計課長及び各捜査員からの聴き取り

調査の結果は１及び２で述べたとおりであり、そのよ

うな疑いを裏付ける具体的証拠はない。

� したがって、平成１１年度以降の捜査報償費の全ての

執行について、疎明資料の支払伝票に記載のある平成

１３年度の大洲署の捜査報償費の一部の執行を除き、請

求人らから違法性又は不当性の個別的、具体的な摘示

もされておらず、また、裏金とされていたことを裏付

ける具体的な証拠はないため、全ての執行を一体とみ

て、その違法又は不当性を判断する必要は認められな

い以上、捜査報償費の全ての執行を対象として監査を

求める主旨の請求人らの請求は認められない。

� なお、特別監査において、法第２３２条の５第１項並

びに愛媛県会計規則第１８６条第２号及び同規則第１８７

条に違反するものと判断した偽領収書を用いた捜査報

償費の執行については、当該偽領収書を使用した各捜

査員からは、確実に捜査経費として執行したとする証

拠の提示もなかったことから、当該執行額をもって愛

媛県の被った損害額と判断したものであることは、特

別監査の結果報告で述べているとおりであり、同報告

において意見として述べた平成１３年度以外の偽領収書

使用に係る県の被った損害額の返還について、あえて

平成１１年度に言及しなかったのは、偽領収書使用によ

る平成１１年度執行額の全てが国費捜査費であることを

県警から聴取していたためである。

４ 平成１０年度から１５年度までを対象とした北海道警の捜

査報償費に関する道特別監査の結果によれば、監査対象

となった２警察署の平成１２年度までの執行額の全てが、

現場の捜査員にすら手渡されず、全て署長等管理職の下

で裏金となっていたというもので、捜査諸雑費制度が導

入された平成１３年度以降については、捜査報償費の一部

について執行が確認できなかったものとして認定される

にとどまっており、愛媛県警においても北海道警と同様

の事実がないか平成１１年度に遡り監査を行う必要がある

との点について
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請求人らの主張は、北海道警に対する道特別監査の結

果を引合いに出し、県警においても同様の事実があると

の請求人らの推測に基づいて、監査対象期間の拡大を求

めているものであるが、北海道警の捜査報償費が不正に

執行されていたことが、県警における捜査報償費の執行

が違法又は不当な行為であることについて、法第２４２条

第１項に規定する具体的な事実の摘示とはならないこと

は明らかであって、かかる請求は、適法な請求ではない

。

第３ 結論

以上のとおり、疎明資料に係る捜査報償費の執行につい

て違法又は不当な執行であるとして言及すべき部分はなく

、また、裏金として執行されていたという疑いを裏付ける

具体的証拠はない。

したがって、請求人らの主張する警察本部及び全警察署

における、平成１１年度から平成１６年度までの間の、捜査報

償費の予算の執行状況に対して監査を行い、違法又は不当

な予算執行について返還を求めるなど適切な措置を講じる

ことを請求するとする請求人らの請求は、理由がない。

よって、主文のとおり決定する。

第４ 意見

監査において、捜査員が執行の都度作成することになっ

ている捜査諸雑費の支払伝票を、複数の捜査員が月末にま

とめて作成していたことや、飲食行為人員の記載漏れ等が

明らかとなったが、適切ではない。平成１３年度が捜査諸雑

費制度の導入された初年度であり、書類作成に不慣れであ

ったことのほか、各捜査員とも日々の捜査に追われていた

ことをその理由として挙げているが、警察本部長は、捜査

報償費を執行する県警の各捜査員が、支払内容についてそ

の説明責任が果たされるよう最も適当な証拠書類を徴取又

は作成しなければならないことについて更なる指導の徹底

を図られたい。

付記

住民監査請求の請求要件関係

住民監査請求は、法第２４２条第２項において、長等によ

る違法若しくは不当な公金の支出等について、正当な理由

がある場合を除き、当該行為のあった日又は終わった日か

ら１年を経過したときはこれをすることができないと規定

されている。また、正当な理由の有無については、特段の

事情がない限り、地方公共団体の住民が相当の注意力をも

って調査したときに客観的にみて当該行為を知ることがで

きたかどうか、また、当該行為を知ることができたと解さ

れるときから相当な期間内に監査請求をしたかどうかによ

って判断すべき（昭和６３年４月２２日最高裁第二小法廷判決

参照）とされ、特段の事情については、一般住民が財務会

計上の行為の存在又は内容を知ることができなくても、住

民監査請求の請求人が特にこれを知ることができた場合に

は、その請求人を基準として正当な理由の有無を判断する

（平成１４年１０月１５日最高裁第三小法廷判決参照）とされて

おり、また、相当な期間については、事案により異なるが

、これまでの判例から３か月程度が目安とされており、平

成１６年１２月７日の最高裁第三小法廷判決では、５か月以上

経過した後にされた監査請求は、相当な期間内にされたも

のということはできないとされているところである。

ところで、請求人らは、疎明資料を入手した時期が平成

１６年６月３日であったことを陳述したが、この時点で、平

成１７年５月９日に提出された本件請求が、平成１６年５月８

日以前の支払については、法の予定する相当な期間内に請

求されたものではなく、その結果、請求人らの多数又はそ

の全てが請求適格を失っていることが判例上は明らかとな

っている。

監査委員としては、捜査報償費に関する県民世論はもと

より、マスキングにより特別監査では調査し得なかった協

力者等の氏名及び接触店の名称の開示された疎明資料に基

づく調査の実施の重要性を顧みて、敢えてこの点を不問と

し、監査を実施したものである。

平成１７年７月７日

愛媛県監査委員 吉 久 宏

同 壺 内 紘 光

同 玉 井 実 雄

同 竹 田 祥 一

愛 媛 県 報平成１７年７月１５日 第１６７６号外１

９



別表（請求人らから提出された疎明資料）

支払伝票 支払年月日 店舗の
名 称 支 払 事 由 金 額 捜査員 協力者等

の 氏 名
領収書
の有無 備 考

�
�－１

平成１４年１月７日
Ｇ店 昼食代２人分 ２，０００円

ａ �
有 偽領収書使用

�－２ Ｃ店 コーヒー代２人分（領収書、レシート発行なし） ８００円 無

�
�－１

平成１４年１月９日
― 情報提供謝礼（Ｅ店で交付） ３，０００円

ｂ �
有

�－２ Ｅ店 コーヒー２名分（レシート、領収書発行なし） ８００円 無

� 平成１４年１月１０日 Ｈ店 昼食及びコーヒー代２名分 ２，７００円 ｂ � 有 偽領収書使用

�
�－１

平成１４年１月１１日
― 情報提供謝礼（Ｂ店で交付、知人のことで領収書

拒否した） ２，０００円
ｃ �

無

�－２ Ｂ店 コーヒー２名分（領収書なし、レシート発行せず
） ７００円 無

	
	－１

平成１４年１月１６日
― 情報提供謝礼（Ｆ店で交付、知人のことであるた

め領収書発行拒否） ２，０００円
ｄ 


無

	－２ Ｆ店 コーヒー代２名分 ６００円 有 偽領収書使用

�
�－１

平成１４年１月１８日
Ｉ店 昼食代２名分 ２，４００円

ｂ �
有 偽領収書使用

�－２ Ａ店 コーヒー２名分（レシート、領収書発行なし） ７００円 無




－１

平成１４年１月２１日
Ｆ店 昼食代２名分 １，６００円

ｂ �
有 偽領収書使用


－２ Ｅ店 コーヒー２名分（レシート、領収書発行なし） ８００円 無

�

�－１

平成１４年１月２４日

― 情報提供謝礼（Ｅ店で交付、暴力団のことである
から領収書拒否） ２，０００円

ｂ
�

無

�－２ Ｅ店 コーヒー２名分（レシート、領収書発行なし） ８００円 無

�－３ ― 情報提供謝礼（Ｊ駐車場で交付、親類のことであ
り領収書拒否） ３，０００円 � 無

� 平成１４年１月２８日 ― 情報提供謝礼（Ｋ駅にて交付） ２，０００円 ａ � 有

�
�－１

平成１４年１月２５日
Ｄ店 飲食代 ２，８００円

ｅ �
有

�－２ ― 謝礼（Ｄ店で交付、暴力団に関係あるからと領収
書を拒否） ２，０００円 無

� 平成１４年１月３０日 Ｆ店 昼食代２名分 １，０００円 ｂ � 有 偽領収書使用

計 ２０件 ９店 ３３，７００円 ５名 １２名

� 出納簿資料（２葉）

� ゴム印及び白地領収書の写真（１０点）

平成１７年７月１５日 印刷
平成１７年７月１５日 発行

購読料（送料共） １箇月１，７５０円１０
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